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   研究室から
          －契約の成立－

大河　純夫

  複数の「同意複数の「同意複数の「同意複数の「同意複数の「同意 consentement  consentement  consentement  consentement  consentement 」の交換」の交換」の交換」の交換」の交換
                                                                                                    による契約の成立による契約の成立による契約の成立による契約の成立による契約の成立

　最近施行されたケベック（新）民法の表現
に気をとられた。
　�A contract is formed by the sole ex-
change of consents between persons having
capacity to contract, ....�（１３８５条）
　「契約能力を有する者による同意の交換の
みをもって契約は成立する」という意味であ
ろうが、�by the sole exchange of con-
sents�
(もっとも、フランス語版では �par le seul
éxchange de consentement�）の表現は複数の
同意を前提としているかのようである。
　だが、契約を意思の合致（an agreement of
wills）といい（１３７８条）、他方当事者の
申込に対する承諾の意思表示（the manifes-
tation of the will of a person to accept
an offer to contract）によって同意の交換
（the exchange of consents）は完了すると
し（１３８６条）、また同意の瑕疵 defects
of consent（１３９８条以下参照）など、意
思、意思表示、同意、合意、契約、申込・承
諾概念が混在している感がある。
 　周知のように、その財産編３０６条１項が
「承諾トハ利害関係人トシテ合意ニ加ハル総
当事者ノ意思ノ合致ヲ謂フ Le consentement
est l'accord des volontés de toutes les
parties qui figurent dans la convention
comme intéressées.」と定義しているよう
に、旧民法はいわば合意そのものを「承諾
consentement」と表現していた。旧民法財産
取得編２５条１項「売買ハ当事者ノ承諾ノミ
ヲ以テ完全ニ成立ス」（�L a  v e n t e  e s t
parfaite par le seul consentement des

parties�）や財産編３０４条１項１号の「当
事者又ハ代人ノ承諾」（�le consentement
des parties ou de leur représentant�）で
の「承諾」も合意の意味であろう。しかしな
がら、他方で、財産編３０６条２項２号本文
が「当事者ノ中ノ一人カ承諾セサルトキハ他
ノ当事者カ承諾シタルモ合意ハ成立セス」と
表現しているように、旧民法は一方当事者の
意思表示に相当するものについても「承諾
consentement 」を使用している（財産編３０
５条、３０７条、３０９条１項、３１０条、
３２７条２項等参照）。このように、旧民法
では、「承諾 consentement 」が、合意その
ものだけではなく、一方当事者の意思表示に
あたるものについても使用されている（ちな
みに、旧民法は、申込・承諾につき「言
込」・「受諾」の用語を使用している。財産
編３０８条参照）。
　旧民法を思い起こしながらケベックの民法
を見るにつけ、複数の同意（c o n s e n t ,
consentement）の交換によって契約は成立す
るとの思考の根強さを感ぜざるを得ない（こ
れに対して、最近のオランダ民法５編２１７
条（＝6.5.2.1条）１項は、申込とそれに対す
る承諾とによって契約は成立する、と直裁に
表現している）。

　民法の表現－その約束民法の表現－その約束民法の表現－その約束民法の表現－その約束民法の表現－その約束

                 engagement                  engagement                  engagement                  engagement                  engagement 構成構成構成構成構成

　ところで、旧民法の修正として成立した明
治民法は、売買につき、「売買ハ当事者ノ一
方カ或財産権ヲ相手方ニ移転スルコトヲ約シ
相手方カ之ニ其代金ヲ払フコトヲ約スルニ因
リテ其効力ヲ生ス」（５５５条）と規定して
いる。富井政章＝本野一郎の仏訳では、�La
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vente produit effet par l'engagement que
prend l'une des parties de transférer à

l ' a u t r e  u n  d r o i t  p a t r i m o n i a l  e t
l'engagement que prend celle-ci de lui en
payer le prix� とある。
　この法文（章）構成では、
（α）「買主に財産権を移転する」旨の売主
      の約束
（β）「買主に代金を支払う」旨の買主の約束
によって売買契約は成立することになる。つま
り、ここでは複数の約束（engagement）によっ
て売買契約が成立するものとされている（典型契
約では、５４９条が「意思（ヲ）表示」・「受
諾」、６４３条が「委託」・「承諾」の表現方法
を採用しているにすぎない）。現在の私たちは、
この個別的な約束を「意思表示」と把握している
ことになる。民法自体の文章構成からすれば、フ
ランス法・英米法の態度が踏襲されているとみな
ければなるまい。アメリカ法律協会（The Ameri-
can Law Institute: A.L.I.）の Restatement
Second of the Law of Contracts の１条の定
義、
　�A contract is a promise or set of prom-
ises for the breach of which the law gives a
remedy, or the performance of which the law
in some way recognises as a duty�
は、契約の成立に関する限り、日本民法との差は
そう大きくないように思われる。

　　一方的給付の約束と交換的給付の約束一方的給付の約束と交換的給付の約束一方的給付の約束と交換的給付の約束一方的給付の約束と交換的給付の約束一方的給付の約束と交換的給付の約束

　ところで、５５５条の文章表現「売買ハ当事者
ノ一方カ或財産権ヲ相手方ニ移転スルコトヲ約シ
相手方カ之ニ其代金ヲ払フコトヲ約スルニ因リテ
其効力ヲ生ス」に従うなら、売主の約束「当事者
ノ一方カ或財産権ヲ相手方ニ移転スルコトヲ約
シ」は、一方的給付についての約束（意思表示）
なのであって、交換的給付についての約束（意思
表示）ではない。もっとも、５５５条は「相手方
カ之ニ其代金ヲ払フコトヲ約ス」と表現している
から、買主の約束（意思表示）は交換的給付につ
いての約束であるかのようである。しかし、典型
契約に関する民法の規定は、要物契約（５８７

条・５９３条・６５７条）では（物の授受
を除けば）一方的給付についての約束であ
り、５４９条（贈与）・５８６条（交
換）・６６７条（組合）・６８９条（終身
定期金）・６９５条（和解）でも、その内
容は一方的給付であるかのように表現され
ている。このように、民法は、基本的に
は、一方的給付についての約束の構成を採
用し、双務契約でも二つの一方的給付の約
束の交換と表現している。
　しかし、売買の「. . . . 之ニ其代金ヲ
....」がそうであったように、６０１条
（賃貸借「....之ニ....」）・６２３条
（雇用「....之ニ其....」）・６３２条
（請負「....其仕事ノ結果ニ対シテ之ニ
.. . .」）・６４３条（委任「.. . .之ヲ
....」）では、交換的給付の約束を窺わせ
る表現も見られる。これを手掛かりに、民
法解釈学は、売買・交換・賃貸借・雇用・
請負・組合・和解・有償委任・有償寄託と
いった双務契約について、当事者の双方の
それぞれの約束（意思表示）を交換的給付
に関する約束（意思表示）と組み直してい
るということになる。
　これまで、筆者は、「契約は当事者の相
対立する意思表示の合致によって成立す
る」と説明してきた（乾＝長尾編『新民法
講義１契約法』６０、７０頁参照）。
　この説明は、
「契約が成立するためには、相対立する数
個の意思表示が合致すること（合意）をそ
の缺くべからざる要件とする。そして、合
意の成立するためには、客観的合致と主観
的合致とを必要とする。
（イ）客観的合致とは、数個の意思表示が
その客観的内容において一致することであ
る。例えば、特定の時計を五万円で売ると
いう意思表示と、その時計を五万 円で買う
という意思表示とは、....客観的に見れ
ば、特定の時計の所有権と五万円とを交換
しようという全く同一の内容を有する」
（我妻栄『民法講義債権各論上』５４頁）
と説かれていることに従ったものである。
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ここでは、二つの個別的意思表示、すなわ
ち、
（α）「この時計の財産権の取得と引換に
　　　５万円を支払う」旨の意思表示
（β）「５万円の取得と引換にその時計の
　　　財産権を移転する」旨の意思表示
が存在し、その（客観的）合致によって契約
が成立するとするものである。
　つまり、（客観的）内容において一致する
二個（ないし数個）の意思表示が存在し、し
かも個別的な意思表示のそれぞれが交換的給
付に関する意思表示であるとされている。
　民法の文章表現での個別的約束（意思表
示）の内容が一方的給付であるのに対して、
現在の解釈論が交換的給付とするにいたった
経緯になお立ち入る必要がありそうである。

　　個別的意思表示とは次元を異にする　個別的意思表示とは次元を異にする　個別的意思表示とは次元を異にする　個別的意思表示とは次元を異にする　個別的意思表示とは次元を異にする

　　　　　　　　　単一の一体的意思表示　　　　　　　　　単一の一体的意思表示　　　　　　　　　単一の一体的意思表示　　　　　　　　　単一の一体的意思表示　　　　　　　　　単一の一体的意思表示

 　さて、サヴィニーは、その現代ローマ法体
系第３卷において、「契約は、いく人かが合
致した意思表示に一つになり、それによって
その人たちの法律関係が定められるものであ
る
�Vertrag ist die Vereinigung Mehrerer zu
einer bereinstimmenden Willenserklärung
 ,wodurch ihre Rechtverhältnisse bestimmt

werden.�」、「契約の概念は、いく人かが分
離しえないただ一つの意思への一体化 die
Vereinigung mehrerer Willen zu einem
einzigen, ganzen ungetheilten Willen と
いう指標によって、意思表示という類からそ
の一種として区分されうる」と表現している
（Savigny, System des heutigen Römischen
Rechts. Bd. 3., S.309. 訳文は、小橋一郎訳
２８１頁を参照した）。
 　このような把握は、レーゲルスベルガー（
Regelsberger, Pandekten §１４９　Ⅰ
１）、ヴィントシャイト（ W i n d s h e i d ,
Pandektenrecht Ⅰ §69 N. 2. 「契約は単な
る意思の合致ではなく意思の一体化である
�Der Vertrag ist nicht bloße Willensübe-

 reinstimmung,er ist Willensvereinigung�

」( S . 2 7 1 ) ）、コーイング（ C o i n g -
Staudinger、Vorbem. vor §§145ff. N. 1
「統一的契約意思 ein einheitliches
Vertragswille」（S.856））らの把握につな
がるものである。これを意識してであろう
が、川村泰啓『個人史としての民法学』（中
央大学出版部　１９９５年）は、個別的約束
を交換的給付についての意思表示と構成する
ドイツ民法について、合意は「二個の単位意
思表示の一体化（Vereinigung）」と把握され
ている、としている（５３頁）。
　契約当事者の個別的意思表示とは次元を異
にする単一の意思表示の存在が語られている
ことになる。この点は、筏津安恕『失われた
契約理論』（昭和堂　１９９８年）２７２頁
注（７）がすでに指摘していることではある
が、個別的意思表示と合意＝契約との関係に
は、なお整理すべき問題が残されているよう
である。

　以上が示すことは（現在の解釈論に引きつ
けるならば）、
　第一　契約の起点は、契約当事者のそれぞ
　　れの個別的意思表示か個別的約束か？
　第二　個別的意思表示または約束の内容は
　　交換的給付か一方的給付か？
　第三　合致する複数の個別的意思表示の併
　　存か一体化か？
について、明晰な説明をなしうる準備をしな
ければならないことである。その上で、当然
の前提としてきた「交換的給付に関する意思
表示の合致によって契約は成立する」との命
題の意義とその射程が整理されなければなら
ないであろう。
　　　　　　　（おおかわ・すみお  民法）
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     ロースクールを考える
久岡　康成　

(一）　ロースクールという言葉は、最近の論
議では、平成11年に定められた専門大学院の
設置基準で開設される、法曹養成のためのプ
ロフェッショナルスクールであり、そこで学
修したということ自体が法曹養成の過程の中
で評価される（修了を法曹資格取得と結び付
ける）、大学院（修士課程）というような意
味で、おおよそ理解されていると思われま
す。
 　このようなロースクール構想が提示されて
きた経緯や背景として、第一にあげられるの
は、２１世紀のあるべき司法制度とその担い
手である法曹のあり方として、社会の高度化
に法曹制度が対応し、その質を高度化しなが
ら法曹人口を拡大する必要があるという考え
方です。いわば司法改革のためのロースクー
ル構想です。もっとも、最近の司法改革論議
については三つほどの段階・アプローチがあ
ると思います。
　その一は、日本弁護士連合会の、1990年
（平成２年）5月25日の「司法改革の宣言」で
す。国民に開かれた身近な司法をめざして、
司法を抜本的に改革する時であるという認識
が示されています。
　その二は、経済界、政界等からの司法改革
の論議です。経済同友会の「現在日本社会の
病理と処方」(1994年)、経済団体連合会の
「司法制度改革についての意見」（1 9 9 8
年）、自由民主党司法制度特別調査会「２１
世紀司法の確かな指針」（1998年8月）などが
あります。
　そしてその三は、いうまでもなく、1999年
（平成11年）に内閣に司法制度改革審議会が
おかれ、二年間の期限を切って審議が開始さ
れたことです。
　そうして、これらの司法改革論議では、
ニュアンスの違いはもちろんありますが、あ
るべき司法を担う法曹のあり方（質と数）を

論議する必要があることは共通の認識である
と思われます。また、あるべき司法を論ずる
に当たって、２１世紀のグローバル化社会の
時代における社会のあり方、個人のありか
た、国のありかたについての議論も、熱心に
なってきています。
　第二に考えられるのは、グローバリゼー
ション論を背景とする規制緩和の急速な展開
です。この流れと司法制度との関係を端的に
示すのが、1995年に発足した世界貿易機関
（ＷＴＯ）、サービスの貿易に関する一般協
定（ＧＡＴＳ）の中での、弁護士業務の位置
づけです。すなわち、ＷＴＯ・ＧＡＴＳのも
とでは、弁護士業務も自由職業サービスの一
つと位置づけられ、規制緩和政策の対象とし
て論じられ始めているということです。政府
の規制緩和推進三か年計画でも（1999年）で
も、弁護士業務も検討の対象になる、業務独
占資格である公的資格の一つとして扱われて
います。外国人事務弁護士制度、司法試験合
格者の数など、既にこの視点からの具体化が
行われているとみることもできます。
 　第三に考えられるのは、現在の司法試験制
度のもとで生じている矛盾や弊害です。激し
い競争率のもとでの、司法試験受験期間の長
期化（合格年齢の上昇）、司法試験予備校の
隆盛と大学の講義の空洞化と呼ばれる現象、
また他方では最近の司法試験合格者には自発
的な問題解決能力の不足、応用力不足が見ら
れる場合があること、等が指摘されていま
す。
　但し、このような司法試験制度批判は、そ
の裏返しとして、そのような司法試験制度、
司法試験予備校に学生を奪われている大学教
育に対する批判があると思われます。大学は
法曹志望の学生を満足させる教育をしていな
い、十分な学力を与えていない、思考力を与
えていないという批判があろうかと思いま
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す。ロースクール構想が提示されてきた、第
三の経緯や背景として、私たちが自覚しなけ
ればならないものです。またその背後には、
一般的な「大学レジャーランド」化のような
批判もあると思われます。

　（二）　以上のような経緯や背景のもと
に、1999年７月の京都大学法学部百周年記念
シンポジウム、大阪大学法学部５０周年記念
記念シンポジウム、同年９月の東京大学、神
戸大学でのシンポジウム等で、いずれもロー
スクールの問題が論議され、さらに専門大学
院設置基準が定められるなどして、ロース
クールの問題は今や現実的な論議のテーマに
なってきているわけです。
　もっとも、大学院レベルでの法曹志望者に
対する教育という点では、私たちは1994年度
から開設している大学院法学研究科（司法）
専修コースでの取り組みの経験を持っていま
す。1993年度におけるその開設のための論議
を振り返ってみますと、同専修コースは、法
学研究科における高度専門職養成の課題に応
えるものであり、また社系学部における高度
専門職養成コースの学生の進路を考えて、資
格制度の確立している「法曹を真正面からみ
すえた」、高度専門職養成課程として設置さ
れたのです。そこで目標とされた高度専門職

として望まれる能力は、
（１）現代日本法に対する、高度の総合的、
　　　科学的理解をふまえた、高度の法運用
　　　能力。
（２）その高度の法運用能力としては、
　　①具体的事例に法規範を適用し、法体系
　　　に照応させ問題点を析出する能力。
　　②問題解決策の発見能力。
　　③その解決の実現能力（解決策の選択・
　　　決定、論証力、交渉力）。
とされています。
　現実の司法試験制度との関係で、厳しい学
習が求められるこのコースですが、今日ま
で、毎年多数の受験生、入学者を迎え、司法
試験合格者も着実にだしていることは、自信
をもってよいことと思われます。
 　この経験にてらせば、そこで学修したとい
うこと自体が法曹養成の過程の中で評価され
る（修了を法曹資格取得と結び付ける）ロー
スクールが実現するならば、そこでの学生の
学習は、高度専門職、法曹志望にふさわしい
豊かなものになり、大きな成果が期待できる
ものと思われます。

（三）　立命館大学の淵源は、学祖西園寺公
望が明治２年に創始しました同名の家塾にあ
りますが、その創立は、明治３３年、西暦
1900年の創立者中川小十郎による京都法政学
校の設立に始まります。
 　２１世紀を目前にし、グローバル化社会の
時代を迎えて、社会のあり方、国のありか
た、個人のありかたにも、大きな変化が生
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じ、国際的に通用する研究と人材育成が、大
学に求められています。今日、司法制度の改
革が論じられ、大学院が研究のみならず、高
度専門職養成でも大きな役割を果たすよう求
められているのも、そのあらわれと思われま
す。
　このような状況の中、今後の２１世紀の司
法制度を担う人材の養成、高度の専門的能力
と、高い倫理を保有する法曹の養成に貢献す
ることは、これもまた２１世紀における大学
の課題であると言うことができます。京都法
政学校以来の100年の歴史と、司法専修コース
の展開に至る法学部・法学研究科の経験を振
り返るとき、立命館大学としても、ロース
クールの論議に積極的に参加していくべきも
のと思われます。
　立命館大学においてロースクールを検討す
る視点ですが、これまでの伝統、教学改革論
の基礎の上にたって、およそ次のことが留意
されるべきであると思います。
  ①21世紀の日本社会の近代化・現代化の　
　　いっそうの展開に役立つこと
    ＊あるべき司法改革にどう貢献するか。
  ②グローバリゼーションの中でのロース
    クール。
　　＊養成される能力の点でグローバリゼー
    ションにかなうか。
　　＊資格制度としてグローバリゼーション

　　にかなうか（客観性、透明性）。
　　③「法曹養成」制度の中でのロースクー
　　　ル。 　
　　　＊よりよい法曹制度（法曹の質と量の
　　　　改善）の実現にかなうか。 　　　　
　　　＊法曹の公的養成にかなうか。 　　　
　　④大学におけるロースクールから 　　　
　　　＊法学（法律学・政治学）の発展にど
　　　　う役立てるか。臨床的な法学等。 　
　　⑤私学のロースクールとして 　　　　　
　　　＊高等教育（資格取得）の門戸拡大に
　　　　どう役立つのか。
　　　（京都法政学校の伝統をどう受け継ぐ
　　　　か。）
 　なお、以上の検討や視点から、京都法政学
校の名にちなんで、仮称として立命館京都法
科大学院の名のもと、私なりに立命館大学の
あるべきロースクールを構想し、本日の報告
レジュメの最後に記しています。今後の議論
の参考になれば幸いですが、紙幅の関係もあ
り、ここでは割愛させていただきます。
 （99年10月19日の、法学部教授会シンポジウ
ムでの、京都法科大学院を構想する＜京都法
政学校以来の1世紀をふまえて＞の報告より）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　（ひさおか・やすなり  刑事法）
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        21世紀の法曹養成
市川正人

　私の報告については「２１世紀の法曹養
成」という壮大なテーマが与えられています
が、以下では、今のロースクール構想がどう
いうところを目指そうとしているか、あるい
はどこが論点になっていて、私としてはどう
考えているのか、ということを中心に述べて
みたいと思います。

　はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに
　全体のロースクール構想に至る経緯あるい
はその背景の中で、法曹の数の問題と、しか
し数だけではだめだということで、質の高い
法曹を多人数生みださなければならないとい
う問題があります。質というときにはだいた
い二つあるかと思います。
　一つは、現在の司法試験の合格者、あるい
は現在の司法試験で合格してきて法曹になっ
ていく者に対しての不満といったものがあり
ます。それは結局、予備校がらみの形で合格
してくるということで作られる、あるいは判
定されている力に対する不信感といったもの
です。これは一般的な法曹としての資質の問
題です。
　二番目は、グローバリゼーションと関係し
ますが、複雑化し、グローバル化した現代社
会に対応できる能力がなければいけないとい
う点で、充分な質をもった法曹を生み出さな
ければならないということです。
　望まれる法曹としていろいろと言われてい
ることをまとめてみますと、一つは幅広い教
養ないし知見と、社会の現実についての洞察
力をもっていてほしい、さらに法についての
理論的、体系的知識はもちろん必要である
が、法的分析能力ないし問題解決能力も必要
である。これは単に問題を発見するというだ
けではなくて批判的に分析し、柔軟に判断を
下し、創造的に解決策を見つけていくといっ
た力のことです。さらに、コミュニケーショ

ン能力も必要だし、複雑化、グローバル化し
た現代社会といった関係でいうと、先端的分
野についての高度な専門知識を持つことも必
要になってきます。かなり欲張りですが、こ
ういうことがいろいろな論者によって言われ
ています。こういった力を持つ法曹を多人数
生み出すためにロースクールが必要なのだ
と。
　このことは宮沢節生神戸大学教授も述べて
いるように、「多人数の法曹を生み出す必要
があるからといって、現在の司法試験の合格
者を増やすだけで充分な質をもった法曹を生
み出せるのか。そんなことはありえない。」
というスタンスです。数と質を確保するため
にロースクールが必要であると論じているわ
けです。そういうことで、法学部の上に法科
大学院を設置するという提案、日本型ロース
クール設置の提案がなされているわけです。
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　ⅠⅠⅠⅠⅠ．法学部．法学部．法学部．法学部．法学部     　　　　　
　ロースクールを設置した場合、法学部がど
うなるのかということですが、非常に極端な
法学部廃止論、法学部を教養学部にするとい
う意見を柳田幸男弁護士が述べています。し
かし、法的知識と素養をもったジェネラリス
トの養成という社会的な要請があるというこ
とで、法的知識と素養をもったジェネラリス
トを養成する場としての法学部はなお必要で
あると言われているわけです。神戸大学シン
ポジウムでの神戸大学の報告の言葉を借りれ
ば「社会に対する政治学的・法学的視座や感
受性を養う」教育を法学部というところはす
る必要があるということです。そこで法学部
はどのような場かということですが、田中成
明京都大学教授は、「法学・政治学を中心と
する高度な教養教育の場」であると述べてい
ます。しかし全体として法学部を見ればそう
なのですが、一方で法学部を出てきた人が法
科大学院に進むということになると、法学部
としてはもう一つの性質を持たざるを得なく
なるわけです。つまり、法曹教育の基礎とい
うことです。関西大学のセミナーでの孝忠延
夫教授の報告では「法曹教育の導入（導入的
役割）」という用語を使っていますが、こう
いう法曹教育の導入という役割も同時に担
う、そういう場として法学部を考えるという
ことです。 　

　コース制はコース制はコース制はコース制はコース制は
　田中教授や東大の案などは、3回生ないし4
回生の段階から、法曹コースなどを設けると
いう形を提唱しています。法学部では全体と
しては法学・政治学を中心とする高度教養教
育がなされるのですが、3、4回生からは法曹
養成が入るといった形で進められないだろう
かと述べています。現在我々は多様な学生の
問題関心や進路への希望に対応する形で、
コース制を敷いていますが、そういったコー
ス制との絡みで、法曹になる人、すなわち法
科大学院に進む人のコースをどのように考え
るのかという問題があります。
　この点について、関大の孝忠教授は、関大
は定員660名ですが、そのうち100名ほどが１
回生から法曹コースないし法職コースという
コースに属し、その100名がそのままロース
クール、法科大学院の方へ進むという考え方
に立った報告をしています。他方で、法学部
は法曹養成の為だけにあるのではないという
ことを忘れないようにしなければいけないの
であって、660名全員の品質管理が必要である
と言っています。このように関大では、１回
生段階から少人数（100名）を別枠で採ってお
き、ロースクールに進学させるという案が出
ています。しかし、こういった形で１回生か
ら少人数を法曹養成で囲い込むということが
適切かどうかという点はもう少し考えるべき
だろうと思います。あるいはもう少し多人数
のロースクール進学のための１回生時からの
コース（但し、必ずしも全員がロースクール
に進学できるわけではない）を作るというこ
とも考えられますが、その場合出てくる問題
としては、法科大学院に入ってくる学生の
バックグラウンドの多様性をどう確保するか
ということがあります。要するに、最初から
ロースクール進学コースに入ってきている学
生だけがロースクールに行くという形でいい
のかという問題です。 　
　法学部での教育法学部での教育法学部での教育法学部での教育法学部での教育
　法学部での教育については、基礎的法律科
目の教育が重視されるということを多くの論
者が述べています。一方できちんとした教養
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がないといけないから一般教育も重視するの
だとか、語学もきちんとできないといけない
とか欲張りなことが言われているのですが、
基本的には基礎的法律科目の重視という形に
なっています。佐藤幸治京都大学教授の言葉
を借りると「基本的な法学に対する知識を教
える」ということですし、あるいは神戸大学
の報告では「骨太な実定法教育への変更」と
述べています。要するに法の基礎概念や構造
の習得に純化させるというわけです。しか
し、先ほど述べたように法学部全体として見
た場合の多様性といったことを考えた場合に
は、これでいいのかということも問題になり
ます。
　その上、複眼的パースペクティブの開拓と
か、複数の専門的知見を持たせることが必要
であるとも言われています。これは社会とい
う現実についての一定の洞察力を持たせると
いう上でも必要だし、あるいは後でも述べる
ように、ロースクールに入って何らかの分
野、法のある分野について特別な専門的知識
を持っている法曹を育てるということが重要
だと考えると、学部段階からこういった複眼
的パースペクティブとか複数の専門的知見を
持っていることが大切です。そういった意味
で、学生が副専攻とかあるいは国際インス
ティチュートとか留学とかいったものを経て
いくことは非常に大切ではないかと考えられ
ます。

　ⅡⅡⅡⅡⅡ．法科大学院．法科大学院．法科大学院．法科大学院．法科大学院
　次に、法科大学院ですが、現在の案として
は、現行の法学研究科の修士課程にそういう
専攻を設けるというものと、独立研究科構想
とがあるわけですが、独立研究科でいくとい
う構想の方が有力のように思われます。そし
て、２年制案と３年制案とがあります。現在
の大学院設置基準との関係で果たして３年制
でいけるのかどうかという問題はあります
が、充実したカリキュラムということから考
えると、やはり３年は必要だろうと思いま
す。
（１）入学試験（１）入学試験（１）入学試験（１）入学試験（１）入学試験

　入学試験について各論者がかなり述べてい
るのは、日本版のＬＳＡＴ、全国共通試験を
行ったらどうかということです。しかし手間
のことを考えると、できるのかどうか少し疑
問に思います。また、法学部出身者を対象と
する試験としては、学内進学ということも、
東大案が言っているように考えられるわけで
すが、一般には多様な能力を判定するような
方法が必要だということが言えるわけです。
一般入試の場合は法律科目だけではなくて、
法律科目以外の科目も受験科目にするとか、
学部成績を考慮すればいいとかいう意見もあ
ります。いずれにせよ狙いとしては、単なる
法律の実定法科目の成績だけでということで
はなくて、もう少し広い知見というか、ある
いは幅広い教養を持っているかどうかという
ことも見るような試験にすべきだというわけ
です。そして、他学部出身者を対象とする試
験も行うべきだし、社会人を対象とする試験
も行うべきだというふうに言われています
し、そうあるべきだろうと考えています。

（２）カリキュラム（２）カリキュラム（２）カリキュラム（２）カリキュラム（２）カリキュラム     　
　カリキュラムについても全国共通の基準の
策定が必要だということも言われています
し、成績評価についても一定のガイドライン
が全国共通で要るのではないかとも言われて
います。いずれにせよ実務的な性格が強くな
るわけなので、実務家出身教員が必要です
し、あるいはこの法科大学院での教育に対す
る法曹三者の支援、とりわけ弁護士会の協力
が不可欠だと言えます。
　１年次：１年次：１年次：１年次：１年次：     　
　六法科目を必修科目として、実務を意識し
たケースメソッド型授業を行う。いわゆるソ
クラテスメソッドを行ったらどうかといった
意見がかなり出されています。また、法律情
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報検索や法律文書の書き方といった基礎的な
知識を習得させる。
　２年次以降：２年次以降：２年次以降：２年次以降：２年次以降：     　
　①法曹としての資質の養成・向上
　一つには、引き続き六法科目等を深めると
共に、さらには法的推論、事実認定、法廷弁
論の基礎、交渉、法曹倫理といったものを学
ぶなどして、法曹としての一般的な資質を養
成し、向上するということが、２年次以降の
教育の狙いとなります。 　
　②実務教育 　
　今、論点となっているのは実務教育をロー
スクール、法科大学院で行うかどうかという
ことですが、これについて田中教授の案や東
大の案によると、実務教育は法科大学院では
やらないほうがいい、実務教育は実務界ある
いは司法研修所に任せるというものです。田
中教授によれば、「法科大学院における教育
は実務を意識した理論教育に純化させた方が
いいんだ。実務を意識するといった意味で実
務的な素材は扱うが、実務技術教育そのもの
を行うわけではない。法科大学院では模擬裁
判をするとか、法律相談をするとかいったこ
とはやるが、それ以上のことはやらない」と
いうのです。これは一つには体勢の問題、そ
ういった体勢は取れないということです。さ
らに、東大案によると、果たして統一的な形
でやらせなければいけないような実務教育と
いうものを大学院でやることが適切かどうか
という問題があるということで、実務教育、
実務技術教育は大学院ではやらないというこ
とです。また佐藤教授は、当初大学院でも実
務教育は行うといった意見だったわけです。
ただ、どこまでできるかという点で慎重な検
討が必要だと述べていたのですが、最近は、
実務教育は実務界に任せたらどうかと述べて
きている。ということで、有力な論者は、実
務教育は実務界でという方向での議論をして
います。実務教育をやるべきだという主張も
ありますが、そうでない主張もかなり強いと
いうことです。 　
　③多様な選択科目
　ロースクールでは専門領域を形成させるこ

とが重要です。たとえば、渉外分野はよく
知っているとか、税法関係がよくできると
か、知的財産法に強いとか、そういう専門領
域を形成させるということが必要で、そのた
めには多様な選択科目を提供する必要があり
ます。そこでは少人数の双方向型の講義とい
うことになるだろうと思われます。そういう
意味でもメニューをたくさんそろえる必要が
あるわけです。このように多様な選択科目を
ロースクールにおいて提供する必要があるわ
けで、そうするとどこまで科目を開けるのか
という問題が出てくるわけです。その場合、
法学研究科との合併開講をするとか、法学部
生の受講を認めるとかいう形を取る、すなわ
ち、法学部の科目はコア科目になって、その
代わり学生が法科大学院の選択科目を受講す
るといったことが考えられるわけです。いず
れにせよ選択科目をどこまで開いてそれを運
用していけるのかということが、一つの大き
な問題であります。 　

　④修士論文・リサーチペーパー
　修士論文ないしリサーチペーパーを作成す
るということには、一つには、物を調べ書い
ていく中で、法曹としての資質を向上させる
という意義と、もう一つは専門領域について
深く研究してそれを深めるという意義とがあ
るだろうと思われます。 　
　⑤他研究科の科目の受講 　
　専門領域の形成という点で、他研究科の科
目を受講する、たとえば福祉に強い弁護士を
養成するために、2001年開設予定の応用人間
科学研究科の科目を取るとか、副専攻を設定
するというようなことが考えられます。
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（３）実務教育（３）実務教育（３）実務教育（３）実務教育（３）実務教育
 　実務教育をもし本格的に行うということに
なると、アメリカのような臨床的法学教育、
クリニカルプログラムを行う、実際に「生の
具体的事件を取り扱うなかで、対話、交渉、
文書作成を体験する」（京大のシンポジウム
での小島武司中央大学教授の報告より）こと
になります。こういったことを経験させる中
で実務的な能力を高めていくのがアメリカ型
のクリニカルプログラムなわけですが、私と
しては、こういうことになると、大学に実務
家出身の教員が必要ですし、また実務界との
相当な連携がないといけないし、司法研修所
によるサポートというものも必要だと思うの
です。そういうサポートを得ていけば、ロー
スクールでも実務教育は行えるでしょう。実
際、そういうことを行っていかないと、役に
立つ弁護士あるいは裁判官は生みだせないの
ではないでしょうか。
　そういった意味で私はロースクールでの実
務教育に積極論なわけです。しかし、これに
関して、アメリカなどの制度を見ると、実際
に州の裁判所の法廷にロースクールの学生が
立っていたりする、そういうことを法律で認
めているわけなのですが、そういった何らか
の法的な整備がないと、実務教育は充分な形
で行えずに下働きばかりするということに
なってきて、少し不十分ではないかと思って
います。さらに、インターンシップ、弁護士
事務所で働くといったようなことですが、こ
ういったインターンシップというものを単位
化して認めていくということも、実務教育の
一つとして考えられます。

（４）法学部以外からの入学者の手当て（４）法学部以外からの入学者の手当て（４）法学部以外からの入学者の手当て（４）法学部以外からの入学者の手当て（４）法学部以外からの入学者の手当て
　法学部以外からの入学者の手当ても考えな
ければなりません。多様なバックグラウンド
を持った人を法曹に養成していくという点か
らすると、法学部以外からの入学者を確保す
ることが必要だというわけですが、ただその
場合には法的な知識を持っていないわけです
から、急遽法曹として養成するということは
非常に難しいわけです。ですから、特別な手
当てがこういう人たちに対しては必要です。

（５）ロースクールとのデュアル・マスター（５）ロースクールとのデュアル・マスター（５）ロースクールとのデュアル・マスター（５）ロースクールとのデュアル・マスター（５）ロースクールとのデュアル・マスター
ズ・ディグリー・プログラムズ・ディグリー・プログラムズ・ディグリー・プログラムズ・ディグリー・プログラムズ・ディグリー・プログラム
　本当のロースクール、アメリカのロース
クールとのデュアル・マスターズ・ディグ
リー・プログラムを行うということがあって
もいいと思うわけです。ただ、この場合に
は、アメリカのロースクールに受け入れても
らうというだけではなく、日本のロースクー
ルも受け入れないといけないと思います。ま
た、アメリカのロースクールのＪＤコースで
はなく、LL.M.のコースに留学して1年間で修
了するということも考えられます。ニュー
ヨーク州などではLL.M.を出ただけで弁護士の
バーイグザムが受けられ、それで向こうの弁
護士の資格が取れますから、1年でアメリカの
弁護士資格が取れるわけです。いずれにせ
よ、アメリカのロースクールとの提携となる
と、日本のロースクール（法科大学院）の期
間としては3年はないと難しいだろうと思いま
す。
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　ⅢⅢⅢⅢⅢ．司法試験．司法試験．司法試験．司法試験．司法試験
　司法試験については、当面二本立てという
ことが強く言われています。要するに、法科
大学院修了者のみを対象とする試験と法科大
学院を修了していない人を対象とする試験と
の二本立てで当面やらざるを得ないという意
見が強いのです。ただ、主となるのは法科大
学院修了者を対象とする司法試験であるとい
うことです。
　ロースクールはできたけれども、司法試験
は現在の司法試験のままであるということも
可能性としてはありますけれど、たとえば田
中教授などは「ロースクールを設置すれば、
当然同時に司法試験も変わらなければいけな
い」と述べています。すなわち、３年後に卒
業するわけですから、できてから３年後には
法科大学院修了者が受けられる特別な司法試
験を作るという意見のようです。あるいは京
大のシンポジウムでも、法務省司法法制調査
部長の房村精一氏、この間司法試験改革に関
わってこられた方ですが、彼は「ロースクー
ルを日本で作ってあるべき法曹養成をやった
ら、そこを出た人が今の司法試験を受けて
も、ほとんど全員が落ちるのではないか」と
述べて、「ロースクールを作ってあるべき法
曹養成の教育をするのであれば、当然司法試
験も変えなければいけない」と指摘していま
す。ですから、ロースクールというものが作
られれば、当然司法試験の方も変わる、資格
試験に純化されると私は想定しています。そ
の場合には経過措置を取った上で一般の司法
試験を廃止するかどうかということも、焦点
になってくるだろうと思います。何れにせ
よ、法科大学院修了者のみを対象とする司法
試験は、資格試験としての司法試験というこ
とでその内容が考られなければならないと思
います。

　ⅣⅣⅣⅣⅣ．実務修習．実務修習．実務修習．実務修習．実務修習
　実務修習ですが、これについては二つの考
え方が出されています。司法研修所を残すか
どうかということが論点になっていまして、
司法研修所を残して統一修習を存続させると

いう意見と、統一修習は行わないのだという
意見とに割れています。私は将来進むべき方
向としては、統一修習を廃止して研修弁護士
制度にする、そして、弁護士の中から裁判官
を任命するという形が望ましいように思いま
す。その場合、司法研修所の役割というの
は、先ほど述べたようなロースクールでの実
務教育のサポートということになるでしょ
う。しかし、司法研修所での統一修習を廃止
するということに対しては、裁判所や検察の
方から強い抵抗があると言われています。要
するに、リクルートの場の確保ということか
ら統一修習の廃止にはかなりの抵抗があるだ
ろうと。また、司法研修所で行われている実
務教育全てをロースクールが直ちに引き受け
ることは無理ではないかということもあり、
司法研修所を残しながらやっていくという方
が今のところは有力な案になっています。

　ⅤⅤⅤⅤⅤ．法学研究科．法学研究科．法学研究科．法学研究科．法学研究科     　
　法学研究科をどうするかということも検討
しなければなりません。当然司法専修コース
はなくなるわけですが、法政専修コースと研
究コースについては、一つの考え方として、
緩やかな意味での研究コースに一本化すると
いうことが考えられます。あるいはさらに法
科大学院修了者がこの研究コースである法学
研究科の後期課程に進学するということも考
えられます。 　

　終わりに終わりに終わりに終わりに終わりに     　
　以上ロースクールの設置をめぐる論点につ
き足早に述べてきましたが、これらの点につ
き今後早急に検討していく必要があろうかと
思います。 　　　　　
　　 　　　（いちかわ・まさと　　憲法）
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<<<<<<<<<<　ロースクール構想関連記事　　ロースクール構想関連記事　　ロースクール構想関連記事　　ロースクール構想関連記事　　ロースクール構想関連記事　>>>>>>>>>>

　　去る１月３０日に立命館大学におきまして「２１世紀の法曹養成」連続シンポジウム「２１世紀の法曹養成」連続シンポジウム「２１世紀の法曹養成」連続シンポジウム「２１世紀の法曹養成」連続シンポジウム「２１世紀の法曹養成」連続シンポジウム の
　第１回目が開かれました。第１回目が開かれました。第１回目が開かれました。第１回目が開かれました。第１回目が開かれました。詳細は以下の通りです。　

　「司法制度改革を考える－２１世紀日本の法曹像・法曹養成」「司法制度改革を考える－２１世紀日本の法曹像・法曹養成」「司法制度改革を考える－２１世紀日本の法曹像・法曹養成」「司法制度改革を考える－２１世紀日本の法曹像・法曹養成」「司法制度改革を考える－２１世紀日本の法曹像・法曹養成」
　　第１部　「司法制度改革への期待」第１部　「司法制度改革への期待」第１部　「司法制度改革への期待」第１部　「司法制度改革への期待」第１部　「司法制度改革への期待」
 　　　　　山本正道氏（一級建築士・欠陥住宅京都ネット）
 　　　　　柳川道昭氏（立命館大学法学部４回生・学生司法制度改革審議会発表者）
 　　　　　辻本勲男氏（オムロン株式会社　法務・知的財産権本部長）
 　　　　　山本忠雄氏（弁護士・大阪弁護士会）
 　　　　　斎藤浩氏　（弁護士・日本弁護士連合会法曹一元推進本部事務局長）
 　　　　　小林克美氏（京都家庭裁判所裁判官・日本裁判官ネットワーク）
　　第２部　「立命館大学からの提言～京都法政学校から立命館京都法科大学院へ」第２部　「立命館大学からの提言～京都法政学校から立命館京都法科大学院へ」第２部　「立命館大学からの提言～京都法政学校から立命館京都法科大学院へ」第２部　「立命館大学からの提言～京都法政学校から立命館京都法科大学院へ」第２部　「立命館大学からの提言～京都法政学校から立命館京都法科大学院へ」 　　　　
　　　　　　　　提言　：　市川正人（立命館大学法学部教授）市川正人（立命館大学法学部教授）市川正人（立命館大学法学部教授）市川正人（立命館大学法学部教授）市川正人（立命館大学法学部教授）　

　　　　　　　　　　　　　　＜＜　今後の開催予定　＞＞＜＜　今後の開催予定　＞＞＜＜　今後の開催予定　＞＞＜＜　今後の開催予定　＞＞＜＜　今後の開催予定　＞＞

　シンポジウム第２回シンポジウム第２回シンポジウム第２回シンポジウム第２回シンポジウム第２回                         ２０００年４月１５日（土）２０００年４月１５日（土）２０００年４月１５日（土）２０００年４月１５日（土）２０００年４月１５日（土）                                                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　「地球市民法曹への道～日本型ロースクールへの提言」　　「地球市民法曹への道～日本型ロースクールへの提言」　　「地球市民法曹への道～日本型ロースクールへの提言」　　「地球市民法曹への道～日本型ロースクールへの提言」　　「地球市民法曹への道～日本型ロースクールへの提言」
　　     エリオット・ミルシュタイン氏（アメリカン大学ロースクール教授・ア　　
　　　　 メリカロースクール協会会長）、ペーター・ハナウ氏（ケルン大学元学　　
　　　　 長）、崔大権（チェ・デグォン）氏（ソウル大学校法科大学教授、韓国教　
　　　　 育部・法学教育制度研究委員会委員長）を迎え、法曹養成に関する国際的　
　 　　　シンポジウムを行います。

　研究会　　　　　　　研究会　　　　　　　研究会　　　　　　　研究会　　　　　　　研究会　　　　　　　                    ２０００年４月１６日（日）２０００年４月１６日（日）２０００年４月１６日（日）２０００年４月１６日（日）２０００年４月１６日（日）     　　　　　　　　　　　　　　　
　　     「日本型ロースクール構想の総合的検討」「日本型ロースクール構想の総合的検討」「日本型ロースクール構想の総合的検討」「日本型ロースクール構想の総合的検討」「日本型ロースクール構想の総合的検討」
　　　　 デイビット・チャブキン氏（アメリカン大学ロースクール準教授）、
　　　　 合田隆史氏（文部省高等教育局大学課長）、房村精一氏（法務省司法
　　　　 法制調査部長）をはじめ、大学関係者、法律実務家等の参加を得て、
　　　　  日本型ロースクール構想につき総合的に検討を加える研究会を開催します。

　シンポジウム第３回　　シンポジウム第３回　　シンポジウム第３回　　シンポジウム第３回　　シンポジウム第３回　　               ２０００年９月下旬２０００年９月下旬２０００年９月下旬２０００年９月下旬２０００年９月下旬
　　　　　　　　　　　　（立命館大学法学部創立　　　　　　　　　　　　（立命館大学法学部創立　　　　　　　　　　　　（立命館大学法学部創立　　　　　　　　　　　　（立命館大学法学部創立　　　　　　　　　　　　（立命館大学法学部創立100100100100100周年企画）周年企画）周年企画）周年企画）周年企画）     　　　　　　　　　　　　　　　

                              「立命館京都法科大学院構想」「立命館京都法科大学院構想」「立命館京都法科大学院構想」「立命館京都法科大学院構想」「立命館京都法科大学院構想」     　　　　　
　　　　 ワークショップ方式で、具体的な法曹養成プログラムについて学術的視　　
　　　　点からの検討を深めます。 　　 　　　　　

　　問い合わせ先：立命館大学法学部事務室　問い合わせ先：立命館大学法学部事務室　問い合わせ先：立命館大学法学部事務室　問い合わせ先：立命館大学法学部事務室　問い合わせ先：立命館大学法学部事務室　TELTELTELTELTEL０７５－４６５－８１７５０７５－４６５－８１７５０７５－４６５－８１７５０７５－４６５－８１７５０７５－４６５－８１７５
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　　　　　法学部関連の主な学術交流・研究活動（法学部関連の主な学術交流・研究活動（法学部関連の主な学術交流・研究活動（法学部関連の主な学術交流・研究活動（法学部関連の主な学術交流・研究活動（19991999199919991999年年年年年1111111111月～月～月～月～月～20002000200020002000年年年年年22222月）月）月）月）月）

　99年11月30日　国際化社会研究会・公法研究会：Huachiew Chalermprakiet大学　
　　　科学技術学部情報技術学科講師　図書館および情報センター所長　
　　　タイ国際アムネスティチェアパーソン　ソングサン・ウドムシルプ氏
　　　「タイ国新憲法とその人権および教育システムへの影響」
　99年11月30日　民事法研究会：浅海美咲子氏「複数使用者・複数共同不法行為者間の求償関
      係」；和田深雪氏「『深夜労働』に対する法的規制とその課題」；木藤洋正氏「将来の賃
　　　料債権の包括譲渡と抵当権者の物上代位の可否」；湧田学氏「環境アセスメントと差止請
      求」；山田明子氏「商標権侵害訴訟における商標の類似性」；松田良昭氏「特許権等の共
      有と必要的共同訴訟　－最判平成7年3月7日を素材として－」；奥山恒一郎「宗教法人の内
　    部紛争と民事審判権の限界」；松野崇氏「プログラム送信をめぐる著作権法上の諸問
      題」；
　　  中尾綾氏「民事審判権の限界　－宗教団体内部の紛争を題材にして－」；新村京子氏「学
      校事故と賠償責任」；大池守氏「商業登記の効力（商業登記と表見責任規定との関係を中
      心に）」；丹野整氏「株主平等の原則」；浪越英明「登記簿上の取締役の対第三者責任に
      ついて」；織田篤氏「額面株式と無額面株式」；遠山雅胤氏「わが国における経営判断の
      原則」；下多由美氏「最低資本金制度と債権者保護」
　99年12月2日　公法研究会：蛯原健介氏「憲法の具体化と合憲性審査　－フランスを中心として
　　　－」
　99年12月3日　民事法研究会：小林絵里子氏「整理解雇の４要件に関する考察」；赤堀孝房氏
　　「労使委員会制度の抱える問題とその可能性」；高松大介氏「根保証再考　－いわゆる商工
　　　ローン問題を契機として」；松嶋敦氏「変額保険に関与した融資銀行の不法行為責任」；
　　　矢部正樹氏「民事訴訟審理手続における営業秘密の保護　－一般公開および当事者公開の
　　　制限についての一考察－」；両角禎憲氏「ファイナンス・リース・ユーザーの会社更正手
　　　続における未履行リース料債権の処遇」；松岡泰樹氏「民事訴訟法改正により導入された
　　　上告制限制度について　－裁量上告制度導入についての考察－」；上浦和仁「債権譲渡特
　　　例法の検討と残された課題」；國立将克「債権者取消権についての一考察」；安田国史氏
　　　「特別縁故者への相続財産分与に関する審判例の研究」；鎌田瑞樹氏「取締役の責任の救
　　　済　－経営判断の原則を中心に－」；朱曄氏「中国における瑕疵ある目的物に対する法的
　　　解決の検討」；金子幸治氏「取締役の報酬規制」；八木大輔氏「不動産賃借権に基づく妨
　　　害排除についての一考察」
　99年12月6日　公法研究会：野澤充氏「ドイツにおける中止未遂の歴史的展開について」；玄守
　　　道氏「刑法における未必の故意について　－戦後ドイツにおける判例・学説の展開を中心
　　　に－」
　99年12月9日　法政研究会：ドイツ・レーゲンスブルク大学教授　ペーター・ゴットバルト氏
　　　「ドイツにおける法学教育改革」
　99年12月10日　民事法研究会：中林啓一氏「国際統一法と『法の一般原則』　－ウィーン売買
　　　条約及びＵＮＩＤＲＯＩＴ原則は『法の一般原則』を反映しているか－」；中村康江氏「取
　　　締役の資格剥奪に関する一考察　－英国・オーストラリアを中心に－」；本間学氏「国際
　　　的訴訟競合と権利保護の利益　－ヨーロッパ民訴法における議論を参考に－」
　99年12月10日　公法研究会：友近美穂氏「都市景観の法制度」；塩見智昭氏「代償分割と取得



立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター No.20(2000.3)No.20(2000.3)No.20(2000.3)No.20(2000.3)No.20(2000.3)

Ritsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan University 1616161616

立命館大学法学部ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ

編集：立命館大学法学部ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ編集委員会
発行：立命館大学法学部研究委員会・立命館大学法学会
　　　　　京都市北区等持院北町５６－１
TEL. 075-465-1111(代)／FAX 075-465-8294
      http://www.lex.ritsumei.ac.jp/
　

　第20号　（2000年3月）

学術研究プロジェクト：/人文科学研究所プロジェクト/国際言語文化研究所/
法学部部門別定例研究会：法政研究会・公法研究会・民事法研究会・政治学研究会

　　　費」；野村良子氏「公正証書による贈与と贈与時期」；柿本雅一氏「アメリカにおける税　
　　務調査をめぐる判例の最近の動向」
　99年12月22日　金融法研究会：竹濱修氏「企業を保険金受取人とする生命保険契約」
　00年1月11日　国際学術交流研究会：済州大学法政大学行政学科教授　ユ・チャンフン氏　
　　　通訳　　広瀬貴子氏　「済州４・３特別法制定と課題」
　00年1月17日　特別研究会：千葉県弁護士会　山田由紀子氏「ニューヨーク大学ロースクール
      の臨床法教育実践」
　00年1月18日　特別研究会：葛野尋之氏「研究の経過と今後の課題」
　00年1月30日　「２１世紀の法曹養成」連続シンポジウム第１回　詳細は１４頁
　00年2月8日　国際化社会研究会：堤功一氏「人道的介入と国家主権」 　　　　　　　 　　　
　


